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救急医療からみた地域包括ケア 
地域社会で生活を支える在宅系事業（訪問看護・看護・リハビリ）の展開と救急医療 
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この分科会はこれまで、救急・災害時の地域医療及び院内の医療提供体制について現状

や課題を交流し解決策を提案してきました。 

昨年の分科会では「もう一つの救急医療」をテーマに、在宅での看取りを支える訪問診

療・緊急診療が救急医療に他ならない事を確認しました。 

 今回はそれを踏まえて、訪問看護・リハビリを加えた在宅系事業を包括的に捉えると共

に、地域社会における住民運動の現状を把握しつつそれらを「住まいを基礎とした地域包

括ケアシステム」の確立のために連携・統合してゆく課題について議論を深めたいと考え

ています。 

 厚生労働省は、高齢化のピーク２０２５年をめざし「住まい」を中心に「医療」「介護」

「予防」「生活支援」を中学校区単位に整備する地域包括ケアシステムを整備することを決

めました。ところが現状は、病院と連携した訪問（在宅）診療や訪問看護は全国的に初期

整備の段階であり、多くの地域で取り組みの課題となっています。 

 肝心なことは、１０年後～２０年後を見据えて、地域住民が医療・介護に主体的にかか

わり病院・診療所や介護事業者との間に地域ネットワークを確立することです。 

 そのことは住み慣れた地域で過ごし、豊かな老後を迎えるために準備しておかなければ

ならない課題でもあるからです。 

 他方、厚生労働省と私たちの求める地域包括ケアシステムには違いがあり「理念、財政、

主体や担い手」などについて議論し整理しておくことも求められます。 

 医療や介護の未来、今後の街づくりにかかわる課題としてともに考えてみません？ 

 

レポート募集のテーマ 

 ① 救急医療、災害時医療における地域及び職場の医療提供体制の現状と課題について 

 ② 私たちの求める地域包括ケアシステムの理念や課題について 

 ③ 緊急診療・訪問看護など在宅医療・介護の現状や課題について 

 ④ 地域包括ケアシステムを支える医療・介護労働の現状と改善策について 

 ⑤ 地域包括ケアシステムづくりの担い手、街づくりと住民運動について 

 ⑥ 安倍内閣の成長戦略として医療・介護・福祉の市場化の危険性と地域包括ケアシス 

テム（特区）について 


